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(57)【要約】
【課題】吸水性が低く、機械特性および表面外観に優れた成形品を得ることができる炭素
繊維強化ポリアミド樹脂組成物を提供すること。
【解決手段】（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳
香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃
未満のポリアミド樹脂および（Ｂ）炭素繊維を配合してなる炭素繊維強化ポリアミド樹脂
組成物であって、（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）を５
０重量部以上９９重量部以下、（Ａ－２）を１重量部以上５０重量部以下、（Ｂ）を１０
重量部以上１００重量部以下配合してなる炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香族ポリアミ
ド樹脂、（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満のポリア
ミド樹脂および（Ｂ）炭素繊維を配合してなる炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物であっ
て、（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）を５０重量部以上
９９重量部以下、（Ａ－２）を１重量部以上５０重量部以下、（Ｂ）を１０重量部以上１
００重量部以下配合してなる炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物。
【請求項２】
前記（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満のポリアミド
樹脂の融解熱量（ΔＨｍ）が５０Ｊ／ｇ以下である請求項１に記載の炭素繊維強化ポリア
ミド樹脂組成物。
【請求項３】
前記（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香族ポリ
アミド樹脂と（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満のポ
リアミド樹脂の合計１００重量部に対して、さらに（Ｃ）１分子中に３個以上のアミノ基
を有する多価アミン化合物０．１重量部以上５重量部以下を配合してなる請求項１または
２に記載の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物。
【請求項４】
前記（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香族ポリ
アミド樹脂と（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満のポ
リアミド樹脂に対する、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物のアミノ末端基濃度が３×１
０－５ｅｑ／ｇ以上である請求項１～３のいずれかに記載の炭素繊維強化ポリアミド樹脂
組成物。
【請求項５】
２２０℃以上３００℃未満の範囲と１６０℃以上２２０℃未満の範囲のそれぞれに降温結
晶化ピーク温度を有する請求項１～４のいずれかに記載の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組
成物。
【請求項６】
半結晶化時間が５秒以上６０秒以内である請求項１～５のいずれかに記載の炭素繊維強化
ポリアミド樹脂組成物。
【請求項７】
（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香族ポリアミ
ド樹脂、（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満のポリア
ミド樹脂および（Ｂ）炭素繊維を配合する炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の製造方法
であって、（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）を５０重量
部以上９９重量部以下、（Ａ－２）を１重量部以上５０重量部以下、（Ｂ）を１０重量部
以上１００重量部以下配合する炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の製造方法。
【請求項８】
請求項１～６のいずれかに記載の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物からなる成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物およびそれからなる成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂の機械特性を向上させるための手段として、ガラス繊維や炭素繊維等の繊
維状充填材を配合することが一般的に知られている。繊維状充填材の一般的な配合手法と
しては、熱可塑性樹脂と繊維のチョップドストランド（短繊維）を押出機中で溶融混練す
る手法などが挙げられる。
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【０００３】
　近年、プラスチックの高性能化に対する要求が高度化し、金属同等の機械特性に加えて
、意匠性（良外観）が求められるようになってきている。しかし、前記繊維状充填材を配
合して得られた成形品は、繊維状充填材の浮きによる光沢性の低下や、うねり状の凹凸の
発生などにより表面外観の低下が生じやすく、機械特性と意匠性の両立は困難であった。
また、成形品の吸水性が高い場合には、使用環境下における吸水に起因する剛性低下や寸
法変化による反りが生じやすくなることから、吸水性の低い成形品が求められていた。
【０００４】
　これに対し、優れた機械的特性、外観・意匠性を有する成形品を得ることのできる炭素
繊維強化樹脂組成物として、融点（Ｔｍ）と降温結晶化の発熱ピーク温度（Ｔｃ）との差
が０℃以上５０℃以下の熱可塑性ポリアミド樹脂と炭素繊維を配合してなる炭素繊維強化
樹脂組成物（例えば、特許文献１参照）が提案されている。かかる技術によりうねり凹凸
を抑制することができるものの、表面粗さがなお大きい課題があった。また、成形性に優
れ、吸水時の剛性、強度の低下が小さく、外観に優れた樹脂組成物として、アミド基１個
当たりの炭素原子数が７以上で且つ芳香族環を含まないポリアミド樹脂、芳香族環を有し
且つ結晶性を示すポリアミド樹脂、炭素繊維を含有する樹脂組成物（例えば、特許文献２
）が提案されているが、さらに吸水性が低く、うねり凹凸を抑制する技術が求められてい
た。
【０００５】
　一方、機械的特性、表面外観に優れた炭素繊維強化熱可塑性樹脂組成物として、熱可塑
性樹脂、炭素繊維およびチタン化合物を含む熱可塑性樹脂組成物（例えば、特許文献３参
照）が提案されている。かかる技術により表面粗さ、うねり凹凸は抑制されるものの、機
械特性が不十分である課題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－６４１０６号公報
【特許文献２】国際公開第２０１３／０７７２３８号
【特許文献３】国際公開第２０１３／０８０８２０号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、前記課題を解決し、吸水性が低く、機械特性および表面外観に優れた成形品
を得ることができる炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物を提供することをその課題とする
ものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、主として次の構成を有する。
（１）（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香族ポ
リアミド樹脂、（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満の
ポリアミド樹脂および（Ｂ）炭素繊維を配合してなる炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物
であって、（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）を５０重量
部以上９９重量部以下、（Ａ－２）を１重量部以上５０重量部以下、（Ｂ）を１０重量部
以上１００重量部以下配合してなる炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物。
（２）前記（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満のポリ
アミド樹脂の融解熱量（ΔＨｍ）が５０Ｊ／ｇ以下である（１）に記載の炭素繊維強化ポ
リアミド樹脂組成物。
（３）前記（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香
族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未
満のポリアミド樹脂の合計１００重量部に対して、さらに（Ｃ）１分子中に３個以上のア
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ミノ基を有する多価アミン化合物０．１重量部以上５重量部以下を配合してなる（１）ま
たは（２）に記載の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物。
（４）前記（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香
族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未
満のポリアミド樹脂に対する、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物のアミノ末端基濃度が
３×１０－５ｅｑ／ｇ以上である（１）～（３）のいずれかに記載の炭素繊維強化ポリア
ミド樹脂組成物。
（５）２２０℃以上３００℃未満の範囲と１６０℃以上２２０℃未満の範囲のそれぞれに
降温結晶化ピーク温度を有する（１）～（４）のいずれかに記載の炭素繊維強化ポリアミ
ド樹脂組成物。
（６）半結晶化時間が５秒以上６０秒以内である（１）～（５）のいずれかに記載の炭素
繊維強化ポリアミド樹脂組成物。
（７）（Ａ－１）融点と降温結晶化ピーク温度との差が０℃以上５０℃未満の半芳香族ポ
リアミド樹脂、（Ａ－２）融点と降温結晶化ピーク温度との差が５０℃以上９０℃未満の
ポリアミド樹脂および（Ｂ）炭素繊維を配合する炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の製
造方法であって、（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）を５
０重量部以上９９重量部以下、（Ａ－２）を１重量部以上５０重量部以下、（Ｂ）を１０
重量部以上１００重量部以下配合する炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の製造方法。
（８）（１）～（６）のいずれかに記載の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物からなる成
形品。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物によれば、吸水性が低く、機械特性および
表面外観に優れた成形品を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いた熱
分析により得られる、（Ａ－１）融点（Ｔｍ）と降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）との差が
０℃以上５０℃未満の半芳香族ポリアミド樹脂（以下、「（Ａ－１）半芳香族ポリアミド
樹脂」と記載する場合がある）、（Ａ－２）融点（Ｔｍ）と降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ
）との差が５０℃以上９０℃未満のポリアミド樹脂（以下、「（Ａ－２）ポリアミド樹脂
」と記載する場合がある）および（Ｂ）炭素繊維を配合してなる。（Ｂ）炭素繊維により
機械特性を向上させることができる一方、前述のとおり、表面外観が低下しやすい傾向に
ある。本発明において用いる（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂は吸水性が低く、さらに
（Ａ－２）と組み合わせることにより、融点（Ｔｍ）と降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）と
の差に起因する特性を利用して、成形に際して、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂が早
期に結晶化し、厚み方向の収縮を抑制して表面うねりを低減するとともに、（Ａ－２）ポ
リアミド樹脂が（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂よりゆっくり固化して金型転写性を向
上させて表面粗さを低減することができる。
【００１１】
　本発明における（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂は、融点（Ｔｍ）と降温結晶化ピー
ク温度（Ｔｃ）との差、すなわちＴｍ－Ｔｃが０℃以上５０℃未満である。（Ａ－１）半
芳香族ポリアミド樹脂のＴｍ－Ｔｃが５０℃以上であると、成形品表面のうねり状凹凸（
表面うねり）が増加し、表面外観が低下する。成形品の表面うねりをより低減する観点か
ら、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂のＴｍ－Ｔｃは、４５℃未満が好ましく、４０℃
未満がより好ましい。一方、成形品の表面粗さをより低減する観点から、（Ａ－１）半芳
香族ポリアミド樹脂のＴｍ－Ｔｃは、２０℃以上が好ましく、２５℃以上がより好ましく
、３０℃以上がさらに好ましい。
【００１２】
　ここで、本発明における（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の融点（Ｔｍ）とは、融解
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吸熱ピークの頂点の温度を指し、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７年）に準じて、（Ａ－１
）半芳香族ポリアミド樹脂を３０℃から１０℃／分の速度で昇温して熱量を測定したとき
のＤＳＣ曲線における融解吸熱ピーク温度を意味する。融点の測定には、示差走査熱量計
、例えば、セイコーインスツルメンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いるこ
とができる。なお、融解吸熱ピークが２つ以上観測される場合には、より高温側に存在す
る融解吸熱ピーク温度をＴｍとする。Ｔｍは、耐熱性の観点から、２００℃以上が好まし
く、２５０℃以上がより好ましく、２８０℃以上がさらに好ましい。一方、溶融成形時の
分解を抑制する観点から、３５０℃以下が好ましく、３３０℃以下がより好ましく、３２
０℃以下がさらに好ましい。
【００１３】
　一方、本発明における（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の降温結晶化ピーク温度（Ｔ
ｃ）とは、結晶化発熱ピークの頂点の温度を指し、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７年）に
準じて、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を３０℃から１０℃／分の速度で融解吸熱ピ
ーク終了温度より３０℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間保持した後、１
０℃／分の速度で降温して熱量を測定したときのＤＳＣ曲線における結晶化発熱ピークの
頂点の温度を意味する。降温結晶化ピーク温度の測定には、示差走査熱量計、例えば、セ
イコーインスツルメンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いることができる。
なお、降温結晶化ピークが２つ以上観測される場合には、より高温側に存在する結晶化発
熱ピーク温度をＴｃとする。Ｔｃは前記Ｔｍとの差が５０℃未満であれば特に制限はない
が、成形品の表面うねりをより低減する観点から、１５０℃以上が好ましく、２００℃以
上がより好ましく、２５０℃以上がさらに好ましい。一方、成形品の表面粗さをより低減
する観点から、３００℃以下が好ましく、２８０℃以下がより好ましく、２７０℃以下が
さらに好ましい。
【００１４】
　Ｔｍ－Ｔｃが５０℃未満である半芳香族ポリアミド樹脂としては、例えば、ポリアミド
９Ｔ、ポリアミド９Ｔ／８ＭＴ、ポリアミド１０Ｔ、ポリアミド１２Ｔ、ポリアミド１０
Ｔ／１０１２、ポリアミド６Ｔ／６６、ポリアミド６Ｔ／６Ｉ、ポリアミド５Ｔ／６Ｔな
どが挙げられる。ポリアミド９Ｔ、ポリアミド９Ｔ／８ＭＴ、ポリアミド１０Ｔがより好
ましい。これらを２種以上配合してもよい。なお、「／」は共重合体を表し、以下同じで
ある。
【００１５】
　本発明における（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の相対粘度（ηｒ）は、２．０以上
２．８以下が好ましい。（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の相対粘度が２．０以上であ
れば、成形品の機械特性をより向上させることができる。２．０５以上がより好ましく、
２．１以上がさらに好ましい。一方、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の相対粘度が２
．８以下であれば、樹脂組成物の成形加工性を向上させることができる。２．７以下がよ
り好ましく、２．６以下がさらに好ましい。なお、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の
相対粘度とは、樹脂濃度０．０１ｇ／ｍｌの９８％硫酸溶液について、２５℃でオストワ
ルド式粘度計を用いて測定した値である。（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の相対粘度
は、例えば、半芳香族ポリアミド樹脂製造時の圧力、温度、重合時間などの重合条件や、
ジカルボン酸、ジアミン、末端封鎖剤などの原料組成により、所望の範囲に調整すること
ができる。例えば、重合条件については、減圧度を高くするほど相対粘度を高くすること
ができ、重合時間を長くするほど相対粘度を高くすることができる。また、原料組成につ
いては、ジカルボン酸とジアミンの組成を等モルに近づけるほど相対粘度を高くすること
ができ、末端封鎖剤配合量を少なくするほど相対粘度を高くすることができる。
【００１６】
　本発明における（Ａ－２）ポリアミド樹脂は、融点（Ｔｍ）と降温結晶化ピーク温度（
Ｔｃ）との差、すなわちＴｍ－Ｔｃが５０℃以上９０℃未満である。（Ａ－２）ポリアミ
ド樹脂のＴｍ－Ｔｃが５０℃未満であると、成形品の表面粗さが増加し、表面外観が低下
する。成形品の表面粗さをより低減する観点から、（Ａ－２）ポリアミド樹脂のＴｍ－Ｔ
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ｃは５５℃以上が好ましく、６０℃以上がより好ましい。一方、（Ａ－２）ポリアミド樹
脂のＴｍ－Ｔｃが９０℃以上であると、成形品表面のうねり状凹凸（表面うねり）が増加
し、表面外観が低下する。成形品の表面うねりをより低減する観点から、（Ａ－２）ポリ
アミド樹脂のＴｍ－Ｔｃは、８５℃未満が好ましく、８０℃未満がより好ましい。
【００１７】
　ここで、本発明における（Ａ－２）ポリアミド樹脂の融点（Ｔｍ）とは、融解吸熱ピー
クの頂点の温度を指し、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７年）に準じて、（Ａ－２）ポリア
ミド樹脂３０℃から１０℃／分の速度で昇温して熱量を測定したときのＤＳＣ曲線におけ
る融解吸熱ピーク温度を意味する。融点の測定には、示差走査熱量計、例えば、セイコー
インスツルメンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いることができる。なお、
融解吸熱ピークが２つ以上観測される場合には、より高温側に存在する融解吸熱ピーク温
度をＴｍとする。Ｔｍは、耐熱性の観点から、１８０℃以上が好ましく、２００℃以上が
より好ましく、２２０℃以上がさらに好ましい。一方、溶融成形時の分解を抑制する観点
から、３２０℃以下が好ましく、３００℃以下がより好ましく、２８０℃以下がさらに好
ましい。
【００１８】
　一方、本発明における（Ａ－２）ポリアミド樹脂の降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）とは
、結晶化発熱ピークの頂点の温度を指し、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７年）に準じて、
（Ａ－２）ポリアミド樹脂を３０℃から１０℃／分の速度で融解吸熱ピーク終了温度より
３０℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間保持した後、１０℃／分の速度で
降温して熱量を測定したときのＤＳＣ曲線における結晶化発熱ピークの頂点の温度を意味
する。降温結晶化ピーク温度の測定には、示差走査熱量計、例えば、セイコーインスツル
メンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いることができる。なお、降温結晶化
ピークが２つ以上観測される場合には、より高温側に存在する結晶化発熱ピーク温度をＴ
ｃとする。Ｔｃは前記Ｔｍとの差が５０℃以上９０℃未満であれば特に制限はないが、成
形品の表面粗さをより低減する観点から、１２０℃以上が好ましく、１４０℃以上がより
好ましく、１６０℃以上がさらに好ましい。一方、成形品の表面うねりをより低減する観
点から、２６０℃以下が好ましく、２４０℃以下がより好ましく、２２０℃以下がさらに
好ましい。
【００１９】
　Ｔｍ－Ｔｃが５０℃以上９０℃未満であるポリアミド樹脂としては、例えば、ポリアミ
ド６、ポリアミド４６、ポリアミド６６、ポリアミド１１、ポリアミド１２、ポリアミド
６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド６／６６、ポリアミド６／６６／６Ｉ、ポリアミ
ド６／６１２、ポリアミドＭＸＤ（ｍ－キシリレンジアミン）６などが挙げられる。これ
らを２種以上配合してもよい。
【００２０】
　また、本発明における（Ａ－２）ポリアミド樹脂の融解熱量（ΔＨｍ）は、５０Ｊ／ｇ
以下が好ましく、成形品の表面うねりをより低減することができる。成形品の表面うねり
をより低減する観点から、（Ａ－２）ポリアミド樹脂のΔＨｍは４５Ｊ／ｇ以下がより好
ましく、４０Ｊ／ｇ以下がさらに好ましい。一方、成形品の機械特性をより向上させる観
点から、１０Ｊ／ｇ以上が好ましく、１５Ｊ／ｇ以上がより好ましく、２０Ｊ／ｇ以上が
さらに好ましい。
【００２１】
　ここで、本発明における（Ａ－２）ポリアミド樹脂の融解熱量（ΔＨｍ）とは、ＪＩＳ
　Ｋ７１２２（１９８７年）に準じて、（Ａ－２）ポリアミド樹脂を３０℃から１０℃／
分の速度で昇温して熱量を測定したときのＤＳＣ曲線における融解吸熱量を意味する。融
解熱量の測定には、示差走査熱量計、例えば、セイコーインスツルメンツ（株）製ＥＸＳ
ＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いることができる。
【００２２】
　本発明における（Ａ－２）ポリアミド樹脂の相対粘度（ηｒ）は、１．８以上４．０以
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下が好ましい。（Ａ－２）ポリアミド樹脂の相対粘度が１．８以上であれば、成形品の機
械特性をより向上させることができる。１．９以上がより好ましく、２．０以上がさらに
好ましい。一方、（Ａ－２）ポリアミド樹脂の相対粘度が４．０以下であれば、樹脂組成
物の成形加工性を向上させることができる。３．５以下がより好ましく、３．０以下がさ
らに好ましく、２．８以下がさらに好ましい。なお、（Ａ－２）ポリアミド樹脂の相対粘
度とは、樹脂濃度０．０１ｇ／ｍｌの９８％硫酸溶液について、２５℃でオストワルド式
粘度計を用いて測定した値である。（Ａ－２）ポリアミド樹脂の相対粘度は、例えば、半
芳香族ポリアミド樹脂製造時の圧力、温度、重合時間などの重合条件や、ジカルボン酸、
ジアミン、末端封鎖剤などの原料組成により、所望の範囲に調整することができる。例え
ば、重合条件については、減圧度を高くするほど相対粘度を高くすることができ、重合時
間を長くするほど相対粘度を高くすることができる。また、原料組成については、ジカル
ボン酸とジアミンの組成を等モルに近づけるほど相対粘度を高くすることができ、末端封
鎖剤配合量を少なくするほど相対粘度を高くすることができる。
【００２３】
　（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂の製造方法として
は、例えば、原料となるジアミンとジカルボン酸またはその塩を加熱して低次縮合物を得
て、さらに固相重合および／または溶融重合により高重合度化する方法などが挙げられる
。低次縮合物を一旦取り出して、固相重合および／または溶融重合する２段重合、低次縮
合物の製造工程に続いて、同一反応容器内で固相重合および／または溶融重合する１段重
合のどちらを用いてもよい。なお、固相重合とは、１００℃以上融点以下の温度範囲で、
減圧下あるいは不活性ガス中で加熱する工程を指し、溶融重合とは、常圧または減圧下で
融点以上に加熱する工程を指す。
【００２４】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物における（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹
脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂の配合量は、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－
２）ポリアミド樹脂の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂５
０重量部以上９９重量部以下、（Ａ－２）ポリアミド樹脂１重量部以上５０重量部以下で
ある。（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を５０重量部未満、（Ａ－２）ポリアミド樹脂
を５０重量部を超えて配合すると、成形品の吸水性と表面うねりが増大する。（Ａ－１）
半芳香族ポリアミド樹脂を５５重量部以上、（Ａ－２）ポリアミド樹脂を４５重量部以下
配合することが好ましく、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を６０重量部以上、（Ａ－
２）ポリアミド樹脂を４０重量部以下配合することがより好ましく、（Ａ－１）半芳香族
ポリアミド樹脂を６５重量部以上、（Ａ－２）ポリアミド樹脂を３５重量部以下配合する
ことがさらに好ましい。一方、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を９９重量部を超え、
（Ａ－２）ポリアミド樹脂を１重量部未満配合すると、成形品の表面粗さが増大する。（
Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を９５重量部以下、（Ａ－２）ポリアミド樹脂を５重量
部以上配合することが好ましく、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を９０重量部以下、
（Ａ－２）ポリアミド樹脂を１０重量部以上配合することがより好ましく、（Ａ－１）半
芳香族ポリアミド樹脂を８５重量部以下、（Ａ－２）ポリアミド樹脂を１５重量部以上配
合することがさらに好ましい。
【００２５】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維としては、例えば、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）、
ピッチ、レーヨン、リグニン、炭化水素ガスなどを用いて製造される炭素質繊維や黒鉛質
繊維などが挙げられる。これらを２種以上配合してもよい。これらの中でも、機械特性向
上効果により優れることから、ＰＡＮ系炭素繊維が好ましい。（Ｂ）炭素繊維は、ニッケ
ルや銅やイッテルビウムなどの金属で被覆されていてもよい。
【００２６】
　（Ｂ）炭素繊維の形状としては、チョップドストランド、ロービングストランド、ミル
ドファイバーなどが一般的である。（Ｂ）炭素繊維の直径は１５μｍ以下が一般的であり
、好ましくは５～１０μｍである。
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【００２７】
　（Ｂ）炭素繊維の形態は、特に制限されないが、数千から数十万本の炭素繊維からなる
炭素繊維束や、これを粉砕したミルド状の形態が好ましい。炭素繊維束として、連続繊維
を直接使用するロービング法により得られるものや、所定長さにカットしたチョップドス
トランドなどが挙げられる。これらの中でも、チョップドストランドが好ましい。チョッ
プド炭素繊維の前駆体である炭素繊維ストランドのフィラメント数は、１，０００～１５
０，０００本が好ましく、製造コストを低減し、生産工程における安定性を向上させるこ
とができる。
【００２８】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維のストランド弾性率は、成形品の機械特性をより向上さ
せる観点から、１５０ＧＰａ以上が好ましく、２２０ＧＰａ以上がより好ましい。一方、
ストランド弾性率は、成形加工性をより向上させる観点から、１０００ＧＰａ以下が好ま
しく、５００ＧＰａ以下がより好ましい。
【００２９】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維のストランド強度は、成形品の機械特性をより向上させ
る観点から、１ＧＰａ以上が好ましく、３ＧＰａ以上がより好ましい。一方、ストランド
強度は、成形品の表面うねりをより低減させる観点から、１０ＧＰａ以下が好ましく、５
ＧＰａ以下がより好ましい。
【００３０】
　ここで、ストランド弾性率およびストランド強度とは、炭素繊維単繊維１，０００～１
５０，０００本よりなる連続繊維束にエポキシ樹脂を含浸硬化させて作製されたストラン
ドの弾性率および強度をいい、ストランド試験片をＪＩＳ　Ｒ　７６０１（１９８６年）
に準拠して引張試験に供して得られる値である。
【００３１】
　本発明における（Ｂ）炭素繊維は、表面酸化処理が施されていてもよく、（Ａ－１）半
芳香族ポリアミド樹脂や（Ａ－２）ポリアミド樹脂との接着性を向上させることができる
。表面酸化処理としては、例えば、通電処理による表面酸化処理、オゾンなどの酸化性ガ
ス雰囲気中での酸化処理などが挙げられる。
【００３２】
　また、（Ｂ）炭素繊維は、その表面にカップリング剤や集束剤等を付着させたものであ
ってもよく、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂や（Ａ－２）ポリアミド樹脂に対する濡
れ性や、（Ｂ）炭素繊維の取り扱い性を向上させることができる。カップリング剤として
は、例えば、アミノ系、エポキシ系、クロル系、メルカプト系、カチオン系のシランカッ
プリング剤などが挙げられ、アミノ系シラン系カップリング剤などが挙げられる。これら
を２種以上用いてもよい。集束剤としては、例えば、無水マレイン酸系化合物、ウレタン
系化合物、アクリル系化合物、エポキシ系化合物、フェノール系化合物などが挙げられる
。これらを２種以上用いてもよい。これらの中でも、ウレタン系化合物、エポキシ系化合
物を含有する集束剤が好ましい。
【００３３】
　（Ｂ）炭素繊維がその表面にカップリング剤や集束剤などが付着したものである場合、
カップリング剤および集束剤の含有量は、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂や（Ａ－２
）ポリアミド樹脂に対する濡れ性をより向上させる観点から、カップリング剤や集束剤を
含む（Ｂ）炭素繊維中、０．１重量%以上が好ましく、０．５重量%以上がより好ましい。
一方、（Ｂ）炭素繊維の取り扱い性をより向上させる観点から、１０重量％以下が好まし
く、６重量%以下がさらに好ましい。
【００３４】
　また、本発明における（Ｂ）炭素繊維は、サイジング剤が付与されたものであってもよ
い。炭素繊維のストランドにサイジング剤を付与し、チョップド炭素繊維を製造する方法
としては、例えば、特公昭６２－９５４１号公報におけるガラス繊維チョップドストラン
ドに記載の方法や、特開昭６２－２４４６０６号公報、特開平５－２６１７２９号公報な
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どに記載の方法などを挙げることができる。
【００３５】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物における（Ｂ）炭素繊維の配合量は、（Ａ
－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計１００重量部に対して
、１０重量部以上１００重量部以下である。（Ｂ）炭素繊維の配合量が１０重量部未満で
あると、成形品の機械特性が低下する。１５重量部以上が好ましく、２０重量部以上がよ
り好ましい。一方、（Ｂ）炭素繊維の配合量が１００重量部を超えると、樹脂組成物の生
産性および成形加工性、成形品の機械特性が低下し、成形品の表面うねりや表面粗さ、反
りが増大する。８０重量部以下が好ましく、７０重量部以下がより好ましく、６０重量部
以下がさらに好ましい。
【００３６】
　また、本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物における（Ａ－２）ポリアミド樹脂
と（Ｂ）炭素繊維の配合比（（Ａ－２）／（Ｂ））が、０．１５以上２．５０以下である
ことが好ましく、かかる範囲とすることで、吸水性、機械特性および表面外観のバランス
に優れた成形品を得ることができる。（Ａ－２）／（Ｂ）の配合比が０．１５以上であれ
ば、機械特性の向上、表面粗さ、反りをより低減することができる。０．２０以上がより
好ましく、０．２５以上がさらに好ましく、０．３０以上が最も好ましい。一方、（Ａ－
２）／（Ｂ）の配合比が２．５０以下であれば、吸水性、表面うねりをより低減すること
ができる。２．００以下がより好ましく、１．５０以下がさらに好ましく、１．００以下
が最も好ましい。
【００３７】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物には、さらに（Ｃ）１分子中に３個以上の
アミノ基を有する多価アミン化合物（以下、「（Ｃ）多価アミン化合物」と記載する場合
がある）を配合してもよく、機械特性、成形加工性をより向上させることができる。また
、金型転写性に優れることから、成形品の表面粗さをより低減することができる。（Ｃ）
多価アミン化合物は、低分子化合物であってもよいし、重合体であってもよい。
【００３８】
　本発明における（Ｃ）多価アミン化合物としては、１分子中に３個以上のアミノ基を有
する脂肪族化合物が好ましい。１分子中に３つ以上のアミノ基を有する脂肪族化合物は、
（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂や（Ａ－２）ポリアミド樹脂との相溶性および（Ｂ）
炭素繊維との界面接着性に優れることから、成形品の機械特性、表面外観をより向上させ
ることができる。１分子中のアミノ基数は、４以上が好ましく、６以上がさらに好ましい
。
【００３９】
　１分子中のアミノ基の数は、低分子化合物の場合は、通常の分析方法（例えば、ＮＭＲ
、ＦＴ－ＩＲ、ＧＣ－ＭＳ等の組み合わせ）により化合物の構造式を特定し、算出するこ
とができる。また、ポリマーの場合は、ポリマーに含まれるアミノ基を含有するモノマー
の割合をａ重量％とし、ポリマーの数平均分子量をｂとし、アミノ基を含有するモノマー
のグラム当量（モノマーの分子量／アミノ基の価数）をｃとした場合に、アミノ基の平均
個数＝（ａ／１００）×ｂ／ｃとして求めることができる。
【００４０】
　（Ｃ）多価アミン化合物としては、例えば、１，２，３－トリアミノプロパン、１，２
，３－トリアミノ－２－メチルプロパン、１，２，４－トリアミノブタンなどのアミノ基
を３個有する化合物や、１，１，２，３－テトラアミノプロパン、１，２，３－トリアミ
ノ－２－メチルアミノプロパン、１，２，３，４－テトラアミノブタンおよびその異性体
などのアミノ基を４個有する化合物や、３，６，９－トリアザウンデカン－１，１１－ジ
アミンなどのアミノ基を５個有する化合物や、３，６，９，１２－テトラアザテトラデカ
ン－１，１４－ジアミン、１，１，２，２，３，３－ヘキサアミノプロパン、１，１，２
，３，３－ペンタアミノ－２メチルアミノプロパン、１，１，２，２，３，４－ヘキサア
ミノブタンおよびこれらの異性体などのアミノ基を６個有する化合物や、エチレンイミン
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を重合して得られるポリエチレンイミンなどが挙げられる。
【００４１】
　本発明における（Ｃ）多価アミン化合物の分子量は、５０～１００００が好ましい。（
Ｃ）多価アミン化合物の分子量が５０以上であれば、溶融混練時に揮発しにくいことから
加工性に優れる。（Ｃ）多価アミン化合物の分子量は１５０以上が好ましく、２００以上
がより好ましい。一方、（Ｃ）多価アミン化合物の分子量が１００００以下であれば、（
Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂や（Ａ－２）ポリアミド樹脂との相溶性がより高くなる
ため、本発明の効果がより顕著に奏される。（Ｃ）多価アミン化合物の分子量は６０００
以下が好ましく、４０００以下がより好ましく、１０００以下がさらに好ましい。
【００４２】
　（Ｃ）多価アミン化合物の分子量は、低分子化合物の場合は、通常の分析方法（例えば
、ＮＭＲ、ＦＴ－ＩＲ、ＧＣ－ＭＳ等の組み合わせ）により化合物の構造式を特定し、算
出することができる。また、ポリマーの場合は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ
ー（ＧＰＣ）を用いて算出した重量平均分子量（Ｍｗ）を分子量とする。重量平均分子量
は、化合物が溶解する溶媒、例えばヘキサフルオロイソプロパノールを移動相として、ポ
リメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）を標準物質として用い、カラムは溶媒に合わせ、例
えばヘキサフルオロイソプロパノールを使用した場合には、島津ジーエルシー株式会社製
の「ｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＨＰＩＰ－８０６Ｍ」を用いて、検出器として示差屈折率計
を用いて測定することができる。
【００４３】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物における（Ｃ）多価アミン化合物の配合量
は、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計１００重量部
に対して、０．１重量部以上５重量部以下が好ましい。（Ｃ）多価アミン化合物を０．１
重量部以上配合することにより、機械特性をより向上させ、表面うねりをより低減するこ
とができる。０．２重量部以上がより好ましく、０．５重量部以上がさらに好ましい。一
方、（Ｃ）多価アミン化合物を５重量部以下配合することにより、吸水性をより低減する
ことができる。４．０重量部以下がより好ましく、３．０重量部以下がさらに好ましい。
【００４４】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、
安定剤、離型剤、紫外線吸収剤、着色剤、難燃剤、難燃助剤、滴下防止剤、滑剤、蛍光増
白剤、蓄光顔料、蛍光染料、流動改質剤、耐衝撃性改良剤、結晶核剤、無機および有機の
抗菌剤、光触媒系防汚剤、赤外線吸収剤、フォトクロミック剤などの添加剤、（Ｂ）炭素
繊維以外の充填材、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂
以外の熱可塑性樹脂や熱硬化性樹脂を配合することができる。これらの配合量は、（Ａ－
１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計１００重量部に対して、
０．０１重量部以上５重量部以下が好ましい。０．０１重量部以上配合することにより、
目的とする特性を発現することができる。０．０５重量部以上がより好ましく、０．１重
量部以上がさらに好ましい。一方、１０重量部以下配合することにより、本発明の効果で
ある低吸水性、機械特性および表面外観を損なわない。５重量部以下がより好ましく、３
重量部以下がさらに好ましい。
【００４５】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物において、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド
樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計に対する、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成
物のアミノ末端基濃度は３×１０－５ｅｑ／ｇ以上２０×１０－５ｅｑ／ｇ以下が好まし
い。かかるアミノ末端基濃度を３×１０－５ｅｑ／ｇ以上とすることにより、（Ａ－１）
半芳香族ポリアミド樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂と（Ｂ）炭素繊維との界面接着
性を向上させ、成形品の機械特性および表面外観をより向上させることができる。また、
異種材料との接着性を向上させることができる。アミノ末端基濃度は、５×１０－５ｅｑ
／ｇ以上がより好ましく、１０×１０－５ｅｑ／ｇ以上がさらに好ましい。一方、アミノ
末端基濃度を２０×１０－５ｅｑ／ｇ以下とすることにより、滞留時の分解やガス発生を
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低減し、表面外観低下を抑制できる。アミノ末端基濃度は、１８×１０－５ｅｑ／ｇ以下
がより好ましく、１５×１０－５ｅｑ／ｇ以下がさらに好ましい。
【００４６】
　ここで、本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物における、（Ａ－１）半芳香族ポ
リアミド樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計に対する、炭素繊維強化ポリアミド
樹脂組成物のアミノ末端基濃度は、以下の方法により求めることができる。まず、炭素繊
維強化ポリアミド樹脂組成物を真空乾燥した後、約０．５ｇを精秤し、フェノール／エタ
ノール混合溶液２５ｍｌに室温で溶解する。滴定液として塩酸／エタノール溶液を、指示
薬としてチモールブルー溶液を用いて、前記溶液を滴定することにより、アミノ末端基濃
度［ＮＨ２］を求める。アミノ末端基濃度［ＮＨ２］は下式を用いて算出する。
アミノ末端基濃度［ＮＨ２］＝（Ａ－Ｂ）×ｆ×Ｎ×１０－３／（Ｗ×ｃ×１０－2）
Ａ：１／５０Ｎ－ＨＣＬの滴定量（ｍｌ）
Ｂ：ブランクに要した１／５０Ｎ－ＨＣＬの滴定量（ｍｌ）
ｆ：１／５０Ｎ－ＨＣＬの力価
Ｎ：１／５０
Ｗ：試料採取重量（ｇ）
ｃ：組成物中の（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計の濃度（重量％）。
【００４７】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物における、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド
樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計に対するアミノ末端基濃度をかかる範囲にす
る手段としては、例えば、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の製造時に、末端封鎖剤や
前記（Ｃ）多価アミン化合物を配合してポリアミド樹脂の末端を修飾する方法、（Ａ－１
）半芳香族ポリアミド樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂製造時の圧力、温度、重合時
間などの重合条件や、ジカルボン酸、ジアミン、末端封鎖剤などの原料組成を調整する方
法などが挙げられる。
【００４８】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、２２０℃以上３００℃未満の範囲と１
６０℃以上２２０℃未満の範囲のそれぞれに降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）を有すること
が好ましく、成形品の表面粗さ、表面うねりおよび反りをより低減することができる。２
２０℃以上３００℃未満の範囲に降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）を有する成分が成形に際
して早期に結晶化するため、厚み方向の収縮を抑制して表面うねりをより低減することが
できる。一方、１６０℃以上２２０℃未満の範囲に降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）を有す
る成分がゆっくり固化して金型転写性を向上させるため、表面粗さを低減することができ
る。さらに、かかる範囲にそれぞれ降温結晶化ピークを有する成分の一部が相溶した状態
で存在することにより、時間差で生成する結晶の配向を緩和し、成形時の反りをより低減
することができる。
【００４９】
　２２０℃以上３００℃未満のＴｃは（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂に由来する。（
Ａ－１）由来のＴｃが２２０℃以上であれば、成形品の表面うねりをより低減することが
できる。Ｔｃは２２５℃以上がより好ましく、２３０℃以上がより好ましい。一方、（Ａ
－１）由来のＴｃが３００℃未満であれば、成形品の表面粗さをより向上させることがで
きる。Ｔｃは２８０℃以下がより好ましく、２６０℃以下がさらに好ましい。また、１６
０℃以上２２０℃未満の範囲のＴｃは（Ａ－２）ポリアミド樹脂に由来する。（Ａ－２）
由来のＴｃが１６０℃以上であれば、成形品の表面粗さをより向上させることができる。
Ｔｃは１７０℃以上がより好ましく、１８０℃以上がさらに好ましい。一方、（Ａ－２）
由来のＴｃが２２０℃未満であれば、成形品の表面うねりをより低減することができる。
Ｔｃは２１５℃未満がより好ましく、２１０℃未満がさらに好ましい。
【００５０】
　ここで、本発明における炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の降温結晶化ピーク温度（
Ｔｃ）とは、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物としての結晶化発熱ピークの頂点の温度
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を指し、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７年）に準じて、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成
物を融解吸熱ピーク終了温度より３０℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間
保持した後、１０℃／分の速度で降温して熱量を測定したときのＤＳＣ曲線における結晶
化発熱ピークの頂点の温度を意味する。降温結晶化ピーク温度の測定には、示差走査熱量
計、例えば、セイコーインスツルメンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いる
ことができる。
【００５１】
　本発明における炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）を
かかる範囲にする手段としては、例えば、前述の（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（
Ａ－２）ポリアミド樹脂を、前述の好ましい配合量比で組み合わせる方法、後述する好ま
しい製造方法により炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物を得る方法などが挙げられる。
【００５２】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、半結晶化時間が５秒以上６０秒以内の
範囲を有することが好ましく、かかる範囲とすることで、成形時の固化を遅らせ金型転写
性の向上や急激な結晶化による残留歪みが抑制されることにより、表面粗さや反りをより
低減することができる。さらに薄肉、複雑形状において発生するウェルド部の外観や強度
低下の抑制も期待できる。一方でかかる範囲とすることで、金型内での冷却固化時間内で
十分に結晶化が進行可能であることから優れた機械特性を発現することができる。半結晶
化時間は５秒以上であれば、成形品の表面粗さや反りをより低減することができる。半結
晶化時間は１０秒以上がより好ましく、１５秒以上がさらに好ましい。一方、半結晶化時
間が６０秒以下であれば、成形品の機械特性をより向上させることができる。半結晶化時
間は５０秒以下がより好ましく、４０秒以下がさらに好ましい。
【００５３】
　ここで、本発明における炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の半結晶化時間とは、炭素
繊維強化ポリアミド樹脂組成物を３０℃から１０℃／分の速度で、融解吸熱ピーク終了温
度より３０℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間保持した後、５００℃／分
の速度で（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）以上Ｔｇ＋６０℃
以下の任意の温度まで急冷し等温保持する。このときの熱量を測定したＤＳＣ曲線におけ
るに、結晶化全発熱量の半分の発熱量に対応する経過時間を意味する。等温保持温度とし
ては、成形時の結晶性を反映させる点から、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂のガラス
転移温度（Ｔｇ）以上Ｔｇ＋６０℃以下で測定することが好ましい。ガラス転移温度（Ｔ
ｇ）以上であれば、成形品の結晶化促進により機械特性をより向上させることができる。
等温保持温度はＴｇ＋１０℃以上がより好ましく、Ｔｇ＋２０℃以上がさらに好ましい。
一方、等温保持温度がＴｇ＋６０℃以下であれば成形品の冷却固化時間短縮により生産性
をより向上させることができる。等温保持温度はＴｇ＋５０℃以下がより好ましく、Ｔｇ
＋４０℃以下がさらに好ましい。半結晶化時間の測定には、示差走査熱量計、例えば、セ
イコーインスツルメンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いることができる。
【００５４】
　本発明における炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の半結晶化時間をかかる範囲にする
手段としては、例えば、前述の（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミ
ド樹脂を、前述の好ましい配合量比で組み合わせる方法や、（Ａ－２）ポリアミド樹脂と
（Ｂ）炭素繊維を、前述の好ましい配合量比で組み合わせる方法、後述する好ましい製造
方法により炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物を得る方法などが挙げられる。
【００５５】
　なお、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、ＪＩＳ　Ｋ７
１２１（１９８７年）に準じて、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を３０℃から１０℃
／分の速度で昇温して熱量を測定し、ＤＳＣ曲線におけるベースラインのシフトから求め
ることができる。ガラス転移温度（Ｔｇ）の測定には、示差走査熱量計、例えば、セイコ
ーインスツルメンツ（株）製ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００を用いることができる。
【００５６】
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　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、例えば、少なくとも（Ａ－１）半芳香
族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂の合計１００重量部に対して、（Ａ－１）
半芳香族ポリアミド樹脂を５０重量部以上９９重量部以下、（Ａ－２）ポリアミド樹脂を
１重量部以上５０重量部以下、（Ｂ）炭素繊維を１０重量部以上１００重量部以下配合す
ることにより製造することができる。これらを溶融混練することが好ましい。
【００５７】
　（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂、（Ｂ）炭素繊維およ
び必要に応じて（Ｃ）多価アミン化合物やその他添加剤を溶融混練する溶融混練装置とし
ては、これらを適度な剪断場の下で加熱溶融混練することが可能な、樹脂加工用に使用さ
れる、押出機、連続式ニーダー等が挙げられる。例えば、スクリューが１本の単軸押出機
またはニーダー、スクリューが２本の二軸押出機またはニーダー、スクリューが３本以上
の多軸押出機またはニーダー、押出機およびニーダーを組み合わせたタンデム押出機など
が挙げられる。連続溶融混練が可能な二軸押出機が好ましい。これらには、溶融混練せず
原料供給のみ可能なサイドフィーダーが設置されていてもよい。溶融混練装置のスクリュ
ーエレメントデザインとしては、フルフライトスクリュー等を有する溶融または非溶融搬
送ゾーン、シールリング等を有するシールゾーン、ユニメルト、ニーディング等を有する
ミキシングゾーン等を組み合わせることができる。シールゾーンおよび／またはミキシン
グゾーンを２ヶ所以上有し、原料供給口を２ヶ所以上有することが好ましい。
【００５８】
　例えば、二軸押出機を用いて溶融混練する場合、バレル設定温度は、（Ａ－１）半芳香
族ポリアミド樹脂および（Ａ－２）ポリアミド樹脂が溶融し、かつ樹脂の分解が抑えられ
る温度範囲とすることが好ましい。具体的には、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂およ
び（Ａ－２）ポリアミド樹脂のいずれか融点の高い一方の融点＋１０℃以上３６０℃以下
のバレル設定温度で溶融混練することが好ましい。バレル設定温度は上記範囲においてよ
り高温になるほど、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂との
親和性や（Ｂ）炭素繊維の分散性がより向上する。また、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド
樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂および必要に応じて（Ｃ）多価アミン化合物や他の添加
剤は、二軸押出機の上流側に位置する主原料供給口から供給することが好ましく、（Ｂ）
炭素繊維は、主原料供給口と下流側に位置する吐出口との間に位置する供給口から供給す
ることが好ましい。（Ｂ）炭素繊維の供給位置を調整することにより、炭素繊維強化ポリ
アミド樹脂組成物における（Ｂ）炭素繊維の繊維長を所望の範囲に容易に調整することが
できる。具体的には、シールゾーンおよび／またはミキシングゾーンを２ヶ所以上有する
スクリューデザインの場合、主原料供給口に最も近いシールゾーンおよび／またはミキシ
ングゾーンと、吐出口に最も近いシールゾーンおよび／またはミキシングゾーンとの中間
位置が好ましい。
【００５９】
　（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂、（Ｂ）炭素繊維およ
び必要に応じて（Ｃ）多価アミン化合物やその他添加剤を溶融混練する場合、下記式より
算出される総剪断量が２００以上２０００以下の範囲とすることが好ましい。
総剪断量＝剪断速度（γ）×滞留時間（ｔ）
剪断速度＝（Ｄ×π×Ｎ）／Ｈ
滞留時間＝（Ｗ×Ｈ×Ｌ）／Ｑ
Ｄ：スクリュー径（ｃｍ）
Ｎ：スクリュー回転数（ｒｐｓ）
Ｈ：スクリュー溝深さ（ｃｍ）
Ｗ：スクリュー溝幅（ピッチ）（ｃｍ）
Ｌ：スクリュー長さ（ｃｍ）
Ｑ：供給量（ｇ／ｓ）
【００６０】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、総剪断量をかかる範囲とすることで、
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前述の２２０℃以上３００℃未満の範囲と１６０℃以上２２０℃未満の範囲のそれぞれに
降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）を有する樹脂組成物が、さらに前述の半結晶化時間が５秒
以上６０秒以内の範囲を有する樹脂組成物が得られやすくなる。
【００６１】
　総剪断量は２００以上であれば、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリ
アミド樹脂との親和性や（Ｂ）炭素繊維の分散性がより向上する。総剪断量は３００以上
がより好ましく、４００以上がさらに好ましい。一方、総剪断量が２０００以下であれば
、（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂の劣化や（Ｂ）炭素繊
維の折損がより抑制できる。総剪断量は１８００以下がより好ましく、１５００以下がさ
らに好ましい。
【００６２】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、ペレット化してから成形加工すること
が好ましい。ペレット中の（Ｂ）炭素繊維の重量平均繊維長は、成形品の機械特性をより
向上させる観点から、０．１０ｍｍ以上が好ましく、０．１５ｍｍ以上がより好ましく、
０．２０ｍｍ以上がさらに好ましい。一方、ペレットおよび成形品の表面外観をより向上
させる観点から、２ｍｍ以下が好ましく、１．５ｍｍ以下がより好ましく、１．０ｍｍ以
下がさらに好ましい。また、ペレット中の（Ｂ）炭素繊維の数平均繊維長は、成形品の機
械特性をより向上させる観点から、０．１０ｍｍ以上が好ましく、０．１５ｍｍ以上がよ
り好ましく、０．２０ｍｍ以上がさらに好ましい。一方、ペレットおよび成形品の表面外
観をより向上させる観点から、２ｍｍ以下が好ましく、１．５ｍｍ以下がより好ましく、
１．０ｍｍ以下がさらに好ましい。
【００６３】
　ここで、ペレット中の炭素繊維の重量平均繊維長および数平均繊維長は、ペレットを５
００℃で１時間焼成し、得られた灰分を水分散させた後、濾過を行い、その残渣を光学顕
微鏡にて観察し、１，０００本について測定した繊維長から換算することができる。具体
的には、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物のペレットを１０ｇ程度ルツボに入れ、電気
コンロにて可燃性ガスが発生しなくなるまで蒸し焼きにした後、５００℃に設定した電気
炉内でさらに１時間焼成することにより炭素繊維の残渣のみを得る。その残渣を光学顕微
鏡にて５０～１００倍に拡大した画像を観察し、無作為に選んだ１，０００本の長さを測
定し、その測定値（ｍｍ）（小数点２桁が有効数字）から重量平均繊維長（Ｌｗ）、数平
均繊維長（Ｌｎ）を算出する。
数平均繊維長（Ｌｎ）＝Σ（Ｌｉ×ｎｉ）／Σｎｉ
重量平均繊維長（Ｌｗ）＝Σ（Ｗｉ×Ｌｉ）／ΣＷｉ
＝Σ（πｒｉ２×Ｌｉ×ρ×ｎｉ×Ｌｉ）／Σ（πｒｉ２×Ｌｉ×ρ×ｎｉ）
繊維径ｒｉおよび密度ρが一定である場合、上式は簡略化され、以下の式となる。
重量平均繊維長（Ｌｗ）＝Σ（Ｌｉ２×ｎｉ）／Σ（Ｌｉ×ｎｉ）
Ｌｉ：炭素繊維の繊維長
ｎｉ：繊維長Ｌｉの炭素繊維の本数
Ｗｉ：炭素繊維の重量
ｒｉ：炭素繊維の繊維径
ρ：炭素繊維の密度。
【００６４】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物を成形することにより、各種成形品を製造
することができる。炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の成形方法としては、例えば、射
出成形法、押出成形法、プレス成形法、真空成形法、ブロー成形法などの溶融成形法が挙
げられ、射出成形が好ましい。
【００６５】
　射出成形法としては、射出成形、射出圧縮成形、射出プレス成形、ガスアシスト射出成
形、発泡成形（超臨界流体の注入によるものを含む）、インサート成形、インモールドコ
ーティング成形、断熱金型成形、急速加熱冷却金型成形、二色成形、サンドイッチ成形、
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超高速射出成形などが挙げられる。これら各種成形法の利点は既に広く知られるところで
ある。また、成形はコールドランナー方式およびホットランナー方式のいずれも選択する
ことができる。
【００６６】
　本発明の成形品中の（Ｂ）炭素繊維の重量平均繊維長は、成形品の機械特性をより向上
させる観点から、０．０５ｍｍ以上が好ましく、０．１０ｍｍ以上がより好ましく、０．
１５ｍｍ以上がさらに好ましい。一方、表面外観をより向上させる観点から、１．０ｍｍ
以下が好ましく、０．５０ｍｍ以下がより好ましく、０．４０ｍｍ以下がさらに好ましい
。また、成形品中の（Ｂ）炭素繊維の数平均繊維長は、成形品の機械特性をより向上させ
る観点から、０．０５ｍｍ以上が好ましく、０．１０ｍｍ以上がより好ましく、０．１５
ｍｍ以上がさらに好ましい。一方、成形品の表面外観をより向上させる観点から、１．０
ｍｍ以下が好ましく、０．５ｍｍ以下がより好ましく、０．４０ｍｍ以下がさらに好まし
い。
【００６７】
　ここで、成形品中の炭素繊維の重量平均繊維長および数平均繊維長は、成形品を５００
℃で１時間焼成し、得られた灰分を水分散させた後、濾過を行い、その残渣を光学顕微鏡
にて観察し、１，０００本について測定した繊維長から換算することができる。具体的な
測定方法は、ペレット中の炭素繊維の重量平均繊維長および数平均繊維長測定と同様であ
る。
【００６８】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物によれば、吸水性が低く、機械特性および
表面外観に優れた成形品を得ることができる。
【００６９】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物および成形品は、電子部品、電気部品、家
庭用品、事務用品、自動車・車両関連部品、建材、スポーツ用品など、様々な用途に好ま
しく使用される。
【００７０】
　電子部品としては、例えば、コネクタ、コイル、センサー、ＬＥＤランプ、ソケット、
抵抗器、リレーケース、小型スイッチ、コイルボビン、コンデンサー、バリコンケース、
光ピックアップシャーシ、発振子、各種端子板、変成器、プラグ、プリント基板、チュー
ナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッドフォン、小型モーター、磁気ヘッドベース、
パワーモジュール、半導体、液晶、ＦＤＤキャリッジ、ＦＤＤシャーシ、モーターブラッ
シュホルダー、トランス部材、パラボラアンテナ、コンピューター関連部品などに好まし
く使用される。
【００７１】
　電気部品としては、例えば、発電機、電動機、変圧器、変流器、電圧調整器、整流器、
インバーター、継電器、電力用接点、開閉器、遮断機、ナイフスイッチ、他極ロッド、電
気部品、モーターケース、ノートパソコンハウジングおよび内部部品、ＣＲＴディスプレ
ーハウジングおよび内部部品、プリンターハウジングおよび内部部品、携帯電話、モバイ
ルパソコン、ハンドヘルド型モバイルなどの携帯端末ハウジングおよび内部部品、各種ギ
ヤー、各種ケース、キャビネットなどに好ましく使用される。
【００７２】
　家庭用品、事務用品としては、例えば、ＶＴＲ部品、テレビ部品、アイロン、ヘアード
ライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、音響部品、オーディオ、レーザーディスク（登
録商標）、コンパクトディスク、ＤＶＤ等の音声・映像機器部品、照明部品、冷蔵庫部品
、エアコン部品、タイプライター部品、ワードプロセッサー部品、パソコンやノートパソ
コン等の電子機器筐体、オフィスコンピューター関連部品、電話器関連部品、ファクシミ
リ関連部品、複写機関連部品、洗浄用治具、モーター部品、ライター、タイプライター、
顕微鏡、双眼鏡、カメラ、時計などに好ましく使用される。
【００７３】
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　自動車・車両関連部品としては、例えば、オルタネーターターミナル、オルタネーター
コネクタ、ＩＣレギュレーター、ライトディヤー用ポテンシオメーターベース、排気ガス
バルブ等の各種バルブ、燃料関係・冷却系・ブレーキ系・ワイパー系・排気系・吸気系各
種パイプ・ホース・チューブ、エアーインテークノズルスノーケル、インテークマニホー
ルド、燃料ポンプ、エンジン冷却水ジョイント、キャブレターメインボディー、キャブレ
タースペーサー、排気ガスセンサー、冷却水センサー、油温センサー、ブレーキパットウ
ェアーセンサー、スロットルポジションセンサー、クランクシャフトポジションセンサー
、エアーフローメーター、ブレーキパッド摩耗センサー、電池周辺部品、エアコン用サー
モスタットベース、暖房温風フローコントロールバルブ、ラジエーターモーター用ブラッ
シュホルダー、ウォーターポンプインペラー、タービンベイン、ワイパーモーター関係部
品、デュストリビューター、スタータースイッチ、スターターリレー、トランスミッショ
ン用ワイヤーハーネス、トランスミッション用オイルパン、ウィンドウォッシャーノズル
、エアコンパネルスイッチ基板、燃料関係電磁気弁用コイル、ワイヤーハーネスコネクタ
、ＳＭＪコネクタ、ＰＣＢコネクタ、ドアグロメットコネクタ、ヒューズ用コネクタ等の
各種コネクタ、ホーンターミナル、電装部品絶縁板、ステップモーターローター、ランプ
ソケット、ランプリフレクター、ランプハウジング、ブレーキピストン、ソレノイドボビ
ン、エンジンオイルパン、エンジンオイルフィルター、点火装置ケース、トルクコントロ
ールレバー、安全ベルト部品、レジスターブレード、ウォッシャーレバー、ウインドレギ
ュレーターハンドル、ウインドレギュレーターハンドルのノブ、パッシングライトレバー
、サンバイザーブラケット、インストルメントパネル、エアバッグ周辺部品、ドアパッド
、ピラー、コンソールボックス、各種モーターハウジング、ルーフレール、フェンダー、
ガーニッシュ、ルーフパネル、フードパネル、トランクリッド、ドアミラーステー、スポ
イラー、フードルーバー、ホイールカバー、ホイールキャップ、グリルエプロンカバーフ
レーム、ランプベゼル、ドアハンドル、ドアモール、リアフィニッシャー、ワイパーなど
に好ましく使用される。
【００７４】
　建材としては、例えば、土木建築物の壁、屋根、天井材関連部品、窓材関連部品、断熱
材関連部品、床材関連部品、免震・制振部材関連部品、ライフライン関連部品などに好ま
しく使用される。
【００７５】
　スポーツ用品としては、例えば、ゴルフクラブやシャフト等のゴルフ関連用品、アメリ
カンフットボールや野球、ソフトボール等のマスク、ヘルメット、胸当て、肘当て、膝当
て等のスポーツ用身体保護用品、スポーツシューズの底材等のシューズ関連用品、釣り竿
、釣り糸、リール等の釣り具関連用品、サーフィン等のサマースポーツ関連用品、スキー
・スノーボード等のウィンタースポーツ関連用品、自転車ペダルなどのサイクル関連用品
、その他インドアおよびアウトドアスポーツ関連用品などに好ましく使用される。
【実施例】
【００７６】
　本発明をさらに具体的に説明するために、以下、実施例および比較例を挙げて説明する
が、本発明はこれらの実施例に限定されるものではない。
【００７７】
　まず、各実施例および比較例に用いたポリアミド樹脂の特性の評価方法について説明す
る。
【００７８】
　［ポリアミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）、融点（Ｔｍ）および降温結晶化ピーク温
度（Ｔｃ）］
　後述する（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂を、セイコーインスツルメンツ（株）製示
差走査熱量計（ロボットＤＳＣ、ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００システム）を用いて、Ｊ
ＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７年）に従い、３０℃から１０℃／分の速度で昇温して熱量を
測定し、ＤＳＣ曲線におけるベースラインのシフトからガラス転移温度（Ｔｇ）を求めた
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。
【００７９】
　後述する（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂または（Ａ’
）他のポリアミド樹脂を、セイコーインスツルメンツ（株）製示差走査熱量計（ロボット
ＤＳＣ、ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００システム）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９
８７年）に従い、３０℃から１０℃／分の速度で昇温して熱量を測定し、ＤＳＣ曲線にお
ける融解吸熱ピーク温度から融点（Ｔｍ）を求めた。
【００８０】
　また、後述する（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂または
（Ａ’）他のポリアミド樹脂を、セイコーインスツルメンツ（株）製示差走査熱量計（ロ
ボットＤＳＣ、ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００システム）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１２１
（１９８７年）に従い、３０℃から１０℃／分の速度で融解吸熱ピーク終了温度より３０
℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間保持した後、１０℃／分の速度で降温
して熱量を測定し、ＤＳＣ曲線における結晶化発熱ピークの頂点の温度から降温結晶化ピ
ーク温度（Ｔｃ）を求めた。
【００８１】
　［（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の相対粘度］
　後述する（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂の樹脂濃度０．０１ｇ／ｍｌとなるように
９８％硫酸に溶解した溶液について、２５℃でオストワルド式粘度計を用いて想定粘度を
測定した。
【００８２】
　［ポリアミド樹脂の融解熱量（ΔＨｍ）］
　後述する（Ａ－２）ポリアミド樹脂または（Ａ’）他のポリアミド樹脂を、セイコーイ
ンスツルメンツ（株）製示差走査熱量計（ロボットＤＳＣ、ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６００
０システム）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１２２（１９８７年）に準じて、３０℃から１０℃
／分の速度で昇温して熱量を測定し、融解熱量（ΔＨｍ）を求めた。
【００８３】
　次に、実施例および比較例に用いた原料について説明する。
【００８４】
　（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂
　（製造例１）半芳香族ポリアミド樹脂（Ａ－１－１）の製造
　テレフタル酸４５３９．３ｇ（２７．３モル）、（ａ）１，９－ノナンジアミンと（ｂ
）２－メチル－１，８－オクタンジアミンの混合物〔（ａ）／（ｂ）＝５０／５０（モル
比）〕４４７８．８ｇ（２８．３モル）、安息香酸１０１．６ｇ（０．８３モル）、次亜
リン酸ナトリウム一水和物９．１２ｇ（原料の総重量に対して０．１重量％）および水２
．５リットルを混合し、加圧容器に仕込んで密閉し、窒素置換した。この混合物を１００
℃で３０分間撹拌した後、撹拌しながら２時間かけて加圧容器内部の温度を２２０℃に昇
温した。この時、オートクレーブ内部の圧力は２ＭＰａまで上昇した。そのまま２２０℃
で２時間撹拌を続けた後、２３０℃に昇温し、その後２時間、温度を２３０℃に保ち、水
蒸気を徐々に抜いて圧力を２ＭＰａに保ちながら反応させた。次に、３０分間かけて圧力
を１ＭＰａまで下げ、さら２３０℃で１時間撹拌を続けた。次に３０分間かけて圧力を常
圧まで下げ、内容物を水中に吐出しプレポリマーを得た。
【００８５】
　得られたプレポリマーを、１００℃、減圧下で１２時間乾燥後、２ｍｍ以下の粒径まで
粉砕し、２３０℃、１３Ｐａ（０．１ｍｍＨｇ）の条件で８時間固相重合させ、全ジカル
ボン酸由来単位中、テレフタル酸由来単位を１００モル％含有し、全ジアミン単位由来中
、１，９－ノナンジアミン由来単位および２－メチル－１，８－オクタンジアミン由来単
位をそれぞれ５０モル％ずつ含有する、白色の（Ａ－１－１）半芳香族ポリアミド樹脂を
得た。
【００８６】
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　（Ａ－１－１）半芳香族ポリアミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は１１９℃、融点（
Ｔｍ）は２６２℃、降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）は２２６℃であり、Ｔｍ－Ｔｃは３６
℃であった。相対粘度は２．１３であった。
【００８７】
　（製造例２）半芳香族ポリアミド樹脂（Ａ－１－２）の製造
　（ａ）１，９－ノナンジアミンと（ｂ）２－メチル－１，８－オクタンジアミンの混合
物のモル比を（ａ）／（ｂ）＝８０／２０に変更した以外は、製造例１と同様の方法で、
全ジカルボン酸由来単位中、テレフタル酸由来単位を１００モル％含有し、全ジアミン由
来単位中、１，９－ノナンジアミン単位を８０モル％、２－メチル－１，８－オクタンジ
アミン単位を２０モル％含有する、白色の（Ａ－１－２）半芳香族ポリアミド樹脂を得た
。
【００８８】
　（Ａ－１－２）半芳香族ポリアミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は１２０℃、融点（
Ｔｍ）は３０２℃、降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）は２６４℃であり、Ｔｍ－Ｔｃは３８
℃であった。相対粘度は２．１５であった。
【００８９】
　（製造例３）半芳香族ポリアミド樹脂（Ａ－１－３）の製造
　デカメチレンジアミンとテレフタル酸を全量１０ｋｇになるように等モル量混合し、さ
らに、デカメチレンジアミン全量に対して０．５ｍｏｌ％のデカメチレンジアミンを過剰
に添加し、これら原料の合計７０重量部に対して、末端封鎖剤として安息香酸０．５重量
部、水３０重量部をさらに混合し、加圧容器に仕込んで密閉し、窒素置換した。その後、
製造例１と同様の方法で反応させプレポリマーを得た。
【００９０】
　得られたプレポリマーを、１００℃、減圧下で１２時間乾燥後、２ｍｍ以下の粒径まで
粉砕し、２４０℃、５０Ｐａの条件で８時間固相重合させ、全カルボン酸由来単位中、テ
レフタル酸由来単位を１００モル％含有し、全ジアミン由来単位中、デカメチレンジアミ
ン由来単位を１００モル％含有する、（Ａ－１－３）半芳香族ポリアミド樹脂を得た。
【００９１】
　（Ａ－１－３）半芳香族ポリアミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は１２５℃、融点（
Ｔｍ）は３１８℃、降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）は２８１℃であり、Ｔｍ－Ｔｃは３７
℃であった。相対粘度は２．３０であった。
【００９２】
　（Ａ－２）ポリアミド樹脂
　（Ａ－２－１）ＭＸＤ６樹脂であるＭＸナイロンＳ６００１（三菱ガス化学（株）製）
を使用した。融点（Ｔｍ）は２３８℃、降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）は１６１℃であり
、Ｔｍ－Ｔｃは７７℃であった。融解熱量（ΔＨｍ）は３１Ｊ／ｇであった。
【００９３】
　（製造例４）共重合ポリアミド樹脂の製造
　ヘキサメチレンジアミンとアジピン酸の当モル塩７６重量％、ヘキサメチレンジアミン
とイソフタル酸の当モル塩１６重量％およびεカプロラクタム８重量％を混合して加圧容
器に投入し、投入した全量と同量の純水をさらに加え、加圧容器を密閉し、窒素置換した
。この混合物を撹拌しながら加熱を開始し、加圧容器内圧力を２ＭＰａに調整しながら２
時間かけて最終到達温度の２７０℃まで昇温した。さらに２７０℃で２時間、撹拌しなが
ら反応を進めた後、１時間かけて水蒸気を徐々に抜いて圧力を常圧まで下げ、内容物を水
浴中に吐出し、ストランドカッターでペレタイズした。得られたペレットを９５℃熱水中
で５時間撹拌する洗浄処理を計４回繰り返し、未反応モノマーや低重合物を抽出除去した
。抽出後のペレットを８０℃で５０時間以上乾燥し、（Ａ－２－２）３元共重合ポリアミ
ド樹脂を得た。融点（Ｔｍ）は２３０℃、降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）は１６３℃であ
り、Ｔｍ－Ｔｃは６７℃であった。融解熱量（ΔＨｍ）は４４Ｊ／ｇであった。
【００９４】
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　（Ａ－２－３）ナイロン６樹脂を使用した。融点（Ｔｍ）は２２２℃、降温結晶化ピー
ク温度（Ｔｃ）は１６７℃であり、Ｔｍ－Ｔｃは５５℃であった。融解熱量（ΔＨｍ）は
６０Ｊ／ｇであった。
【００９５】
　（Ａ－２－４）ナイロン６１０樹脂を使用した。融点（Ｔｍ）は２２５℃、降温結晶化
ピーク温度（Ｔｃ）は１７１℃であり、Ｔｍ－Ｔｃは５４℃であった。融解熱量（ΔＨｍ
）は５６Ｊ／ｇであった。
【００９６】
　（Ａ’）他のポリアミド樹脂
　（Ａ’）ナイロン１２／ＭＡＣＭＩ共重合体“グリルアミド”（登録商標）ＴＲ５５（
エムスジャパン（株）製）を使用した。融点（Ｔｍ）、降温結晶化ピーク温度（Ｔｃ）は
ともに確認できなかった。
【００９７】
　（Ｂ）炭素繊維
　（Ｂ－１）炭素繊維“トレカ”（登録商標）カットファイバーＴＶ１４－００６（東レ
（株）製）を使用した。
【００９８】
　（Ｃ）多価アミン化合物
　（Ｃ－１）ペンタエチレンヘキサミン（東京化成（株）製）を使用した。
【００９９】
　（Ｄ）その他の添加剤
　（Ｄ－１）次亜リン酸ナトリウム（太平化学産業（株）製）を使用した。
　（Ｄ－２）塩素法酸化チタン（ルチル型）ＣＲ－６３（石原産業（株）製、平均粒子径
０．２１μｍ）を使用した。
【０１００】
　［実施例１～１９、比較例１～９］
　表に示す（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂、（Ａ－２）ポリアミド樹脂、（Ａ’）ポ
リアミド樹脂、（Ｄ）その他の添加剤を、（株）日本製鋼所製２軸押出機ＴＥＸ３０αの
主フィーダーに供給した後、（Ｂ）炭素繊維をサイドフィーダーを用いて（株）日本製鋼
所製２軸押出機ＴＥＸ３０αに供給し、表に示す押出条件により溶融混練した。ダイから
吐出されたストランドを水中において冷却し、ストランドカッターにより長さ３．０ｍｍ
長にカットして、炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物ペレットを得た。ここで溶融混練時
の総剪断量については、下式を用いて算出した。
総剪断量＝剪断速度（γ）×滞留時間（ｔ）
剪断速度＝（Ｄ×π×Ｎ）／Ｈ
滞留時間＝（Ｗ×Ｈ×Ｌ）／Ｑ
Ｄ：スクリュー径（３ｃｍ）
Ｎ：スクリュー回転数（ｒｐｓ）は表中記載
Ｈ：スクリュー溝深さ（０．６５ｃｍ）
Ｗ：スクリュー溝幅（ピッチ）（２．２５ｃｍ）
Ｌ：スクリュー長さ（１０５ｃｍ）
Ｑ：供給量（ｇ／ｓ）は表中記載
【０１０１】
　得られた炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物ペレットを用いて、次に示す方法により各
種特性を評価した。
【０１０２】
　［（Ａ－１）半芳香族ポリアミド樹脂と（Ａ－２）ポリアミド樹脂に対する、炭素繊維
強化ポリアミド樹脂組成物のアミノ末端基濃度］
　各実施例および比較例により得られた炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物ペレットを１
３０℃で１２時間真空乾燥した後、約０．５ｇを精秤し、フェノール／エタノール混合溶
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液（比率：８４／１６重量％）２５ｍｌに室温で溶解した。滴定液として塩酸／エタノー
ル溶液を、指示薬としてチモールブルー溶液を用いて、前記溶液を滴定することにより、
アミノ末端基濃度［ＮＨ２］を求めた。アミノ末端基濃度［ＮＨ２］を下式を用いて算出
した。
アミノ末端基濃度［ＮＨ２］＝（Ａ－Ｂ）×ｆ×Ｎ×１０－３／（Ｗ×ｃ×１０－2）
Ａ：１／５０Ｎ－ＨＣＬの滴定量（ｍｌ）
Ｂ：ブランクに要した１／５０Ｎ－ＨＣＬの滴定量（ｍｌ）
ｆ：１／５０Ｎ－ＨＣＬの力価
Ｎ：１／５０
Ｗ：試料採取重量（ｇ）
ｃ：組成物中の（Ａ－１）と（Ａ－２）の合計の濃度（重量％）。
【０１０３】
　［炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の降温結晶化ピーク温度］
　各実施例および比較例により得られた炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物ペレットを、
１４０℃で１２時間真空乾燥した後、セイコーインスツルメンツ（株）製示差走査熱量計
（ロボットＤＳＣ、ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００システム）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１
２１（１９８７年）に従い、３０℃から１０℃／分の速度で融解吸熱ピーク終了温度より
３０℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間保持した後、１０℃／分の速度で
降温して熱量を測定し、ＤＳＣ曲線における結晶化発熱ピークの頂点の温度から降温結晶
化ピーク温度（Ｔｃ）を求めた。
【０１０４】
　［炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物の半結晶化時間］
　各実施例および比較例により得られた炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物ペレットを、
１４０℃で１２時間真空乾燥した後、セイコーインスツルメンツ（株）製示差走査熱量計
（ロボットＤＳＣ、ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００システム）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１
２１（１９８７年）に従い、３０℃から１０℃／分の速度で融解吸熱ピーク終了温度より
３０℃高い温度まで昇温し、さらにこの温度で１０分間保持した後、５００℃／分の速度
で１４０℃まで急冷／等温保持して熱量を測定し、ＤＳＣ曲線における結晶化全発熱量の
半分の発熱量に対応する経過時間を求めた。
【０１０５】
　［成形品中における（Ｂ）炭素繊維の繊維長］
　各実施例および比較例により得られたペレットを１４０℃で一昼夜真空乾燥した後、住
友重機械工業（株）製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＤＵＺを用いて、表に示す成形条件により
、射出速度：１００ｍｍ／秒、射出圧：下限圧（最低充填圧力）＋１ＭＰａとしてＩＳＯ
３１６７タイプＡ試験片を射出成形した。ＩＳＯ３１６７タイプＡ試験片から約１０ｇを
切り出し、５００℃に設定した電気炉中で１時間焼成した後、イオン交換水に分散、濾過
を行い、その残渣を光学顕微鏡にて５０倍の倍率で観察しながら、無作為に選んだ１，０
００本の長さを測定した。得られた測定値から、下記式により、重量平均繊維長（Ｌｗ）
、数平均繊維長（Ｌｎ）を算出した。
数平均繊維長（Ｌｎ）＝Σ（Ｌｉ×ｎｉ）／Σｎｉ
重量平均繊維長（Ｌｗ）＝Σ（Ｌｉ２×ｎｉ）／Σ（Ｌｉ×ｎｉ）
Ｌｉ：炭素繊維の繊維長
ｎｉ：繊維長Ｌｉの炭素繊維の本数。
【０１０６】
　［機械特性］
　各実施例および比較例により得られたペレットを１４０℃で一昼夜真空乾燥した後、住
友重機械工業（株）製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＤＵＺを用いて、表に示す成形条件により
、射出速度：１００ｍｍ／秒、射出圧：下限圧（最低充填圧力）＋１ＭＰａとしてＩＳＯ
３１６７タイプＡ試験片を射出成形した。
【０１０７】



(21) JP 2017-186496 A 2017.10.12

10

20

30

40

　ＩＳＯ３１６７タイプＡ試験片の中央部並行部分を残し、両サイドを切り落とした試験
片を使用し、ＩＳＯ１７９に従い、２３℃でシャルピー衝撃強さ（ノッチ付き）を測定し
た。試験片１２本について測定した値の平均値を算出した。また、ＩＳＯ３１６７タイプ
Ａ試験片を使用し、ＩＳＯ１７８に従い、２３℃で曲げ弾性率および曲げ強度を測定した
。いずれも試験片６本について測定した値の平均値を算出した。また、ＩＳＯ３１６７タ
イプＡ試験片を使用し、ＩＳＯ５２７に従い、２３℃で引張強度を測定した。試験片６本
について測定した値の平均値を算出した。
【０１０８】
　［成形品の吸水性］
　各実施例および比較例により得られたペレットを１４０℃で一昼夜真空乾燥した後、住
友重機械工業（株）製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＤＵＺを用いて、表に示す成形条件により
、射出速度：１００ｍｍ／秒、射出圧：下限圧（最低充填圧力）＋１ＭＰａとしてＩＳＯ
３１６７タイプＡ試験片を射出成形した。ＩＳＯ３１６７タイプＡ試験片の重量（乾燥時
重量）を測定した後、を８０℃、９５％ＲＨ環境下にて５００時間静置した後の重量を測
定し、以下の式より吸水率を求めた。
吸水率（％）＝〔（９５％ＲＨ５００時間経過後の重量－乾燥時重量）／乾燥時重量〕×
１００。
【０１０９】
　［成形品の表面外観］
　各実施例および比較例により得られたペレットを１４０℃で一昼夜真空乾燥した後、住
友重機械工業（株）製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＤＵＺを用いて、表に示す成形条件により
、射出速度：１００ｍｍ／秒、射出圧：下限圧（最低充填圧力）＋１ＭＰａとして８０ｍ
ｍ×８０ｍｍ×３ｍｍの角板を射出成形した。
【０１１０】
　８０ｍｍ×８０ｍｍ×３ｍｍの角板を使用し、表面粗さ測定装置（ＡＣＣＲＴＥＣＨ社
製）を用いて、評価長さ８ｍｍ、試験速度０．６ｍｍ／秒の測定条件で、成形品表面の算
術平均粗さ（Ｒａ）を測定し、表面粗さを評価した。
【０１１１】
　また、８０ｍｍ×８０ｍｍ×３ｍｍの角板を使用し、表面粗さ測定装置（ＡＣＣＲＴＥ
ＣＨ社製）を用いて、評価長さ２０ｍｍ、試験速度０．６ｍｍ／秒の測定条件で、成形品
表面のうねり曲線の算術平均高さ（Ｗａ）値を測定し、表面うねりを評価した。
【０１１２】
　［成形品の反り］
　各実施例および比較例により得られたペレットを１４０℃で一昼夜真空乾燥した後、住
友重機械工業（株）製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＤＵＺを用いて、表に示す成形条件により
、射出速度：１００ｍｍ／秒、射出圧：下限圧（最低充填圧力）＋１ＭＰａとして８０ｍ
ｍ×８０ｍｍ×１ｍｍの角板を射出成形した。この角板の角の１点を重りで固定し、ハイ
トゲージを用いて、反り高が最大の箇所の高さを測定した。これを角４点すべてについて
行い、最も反り高の大きい値を反り量とした。
【０１１３】
　［成形加工性］
　各実施例および比較例により得られたペレットを１４０℃で一昼夜真空乾燥した後、住
友重機械工業（株）製射出成形機ＳＧ７５Ｈ－ＤＵＺを用いて、表に示す成形条件により
、射出速度：１００ｍｍ／秒、射出圧：下限圧（最低充填圧力）＋１ＭＰａとして８０ｍ
ｍ×８０ｍｍ×３ｍｍの角板を射出成形する際に、金型内に樹脂が充填される下限の射出
圧力を測定した。この値が小さいほど、成形加工性に優れる。
【０１１４】
　実施例１～１９の評価結果を表１～２に、比較例１～９の評価結果を表３に示す。
【０１１５】
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【表１】

【０１１６】
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【表２】

【０１１７】
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【表３】

【０１１８】
　実施例１～１９と比較例１～９との対比より、本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組
成物により、吸水性が低く、機械特性および表面外観に優れた成形品を得ることができる
ことが分かる。
【０１１９】
　実施例３、８と実施例９との対比より、融解熱量（ΔＨｍ）が５０Ｊ／ｇ以下の（Ａ－
２）ポリアミド樹脂を用いた方が、表面外観がより優れることが分かる。また、実施例３
と実施例１５との対比より、さらに（Ｃ）多価アミン化合物をすることにより、機械特性
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、表面外観および成形加工性をより向上させることができることが分かる。また、実施例
３と実施例１７、実施例１３と実施例１４との対比より、２２０℃以上３００℃未満の範
囲と１６０℃以上２２０℃未満の範囲のそれぞれに降温結晶化ピーク温度を有する炭素繊
維強化ポリアミド樹脂組成物により、機械特性および表面外観をより向上させることがで
きることが分かる。また実施例１，２と、実施例３～５とを対比すると、半結晶化時間が
５～６０秒の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物により、機械特性を低下させることなく
、表面粗さの向上、反り量を抑制できることが分かる。実施例１７と、実施例３～５とを
対比すると、半結晶化時間が５～６０秒の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物により、機
械特性を低下させることなく、表面粗さが向上することが分かる。
【産業上の利用可能性】
【０１２０】
　本発明の炭素繊維強化ポリアミド樹脂組成物は、吸水性が低く、機械特性と表面外観に
優れる特性を活かして、自動車用内装部品や自動車用外装部品などの自動車部品、スポー
ツ用品部材、各種電気・電子部品のハウジング、シャーシおよび内部部品、建築部材など
種々の用途に好適に用いることができる。
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